
第 4 章 悪 臭

第 1 節 悪臭の現況

昭和 4 9 年度中 に お け る 本県の苦情の実態 を見 る と 全公害苦情 1 4 8 件の 3 5

パ ー セ ン ト を 占 め る 5 2 件 が悪臭に関す る も の であ った 。 悪臭発生源 と して は 、

養豚 、 養鶏等畜産関係施設 4 6 パ ー セ ン ト で最 も 多 く 、 サ ー ビス業 、 食品加工業 、

一般住宅等が こ れに次いで多 か っ た 。

県では 、 従来特に 問題 と さ れて い る悪臭発生事業場に つ い て 、 悪臭濃度の測定

を行 っ て い る が 、 昭和 4 9 年度 の測定結果は く 1 0 事業場 、 廷 3 9 地点) 次の と

お り で あ る 。

表 3 1 事業場別悪臭物質測定結果

淺 2̂団地露地占が)畜産団地 (1事業場3地点)養豚場 (1事業場2地点)魚粉製造業 (1事業場3地点)し尿処理場 (4事業場4地点)水産加工業
パ ル プ製造業

(3地点)工場内 (露地点)工場週辺
アンモーア

最 高

最 低

44

02 3

05 8

0 1 6

03 2

02 9

03 2

0 . 1 0

02 6

0 0 3

力ブタンメチルメル
最 高

最 低

00 2 5

00 0 0 6

0 0 0 1 5

0 0 0 1 4

0 .0 0 1 4

0 0 0 1 3

0 0 0 1 8

0 0 0 1 0

0 0 0 0 8

ND

0 0 1 9

0 0 0 0 8

03 0

0 0 3 5

硫化水素
最 高

最 低

0 0 5 2

0 0 0 0 1

o o o l o

0 0 0 0 5

0 0 0 1 9

0 0 0 0 2

0 0 0 1 5

0 0 0 0 3

0 0 0 0 3

0 0 0 0 1

0 .0 0 2 1

0 0 0 0 4

1 3

0 0 0 8 1

硫 メ
チ

化ル

最 高

最 低

0 0 1 1

ND

ND

ND

ND

ND

ND

ND

0 0 0 4 1

ゆ

0.0 2 7

ND

0 .0 5 6

0 0 0 2 9

ア"ソトノメチル
最 高

最 低

0 0 6

0 0 0 0 2

00 0 2 3

0 0 0 0 3

0 0 0 1 2

0 0 0 0 7

0 .0 0 0 7

0 0 0 0 3

0 0 0 0 9

0 0 0 0 3
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畜産団地は 2 団地 と も 規制地域外に立地 し て い る 。 敷地が広い た め気象条

件等の制約 も あ っ て数回の測定だけ でそ の特質 を は握す る こ と は困難で あ る

が 、 5 物質 と も 規制基準値の最 も ゆ る い地域 (C 区域) の 基 準 (臭気強 度

3 . 5 ) 以下であ っ た 。

2 養豚場 、 魚粉製造業 、 し尿処理場 、 水産加工業の う ち養豚場はA区域、 魚粉

製造業は C 区域 、 し尿処理場は規制地域外 、 ‘ 水産加工業は C 区域内 に立地 し

て お り 、 そ れぞれ地域の規制基準値以下であ る と と も にすべて の事業所が規

制基準 の最 も厳 し いA区域の基準値以下であ っ た 。

3 . パ ル プ製造工場に つい ては 、 各種悪臭発生源の う ち 、 特に バル ブ蒸解工程

付近で若干 C 基準 を上回 る プー タ ー が見 ら れた が 、 工場敷地境界線に お い て

は おおむね規制基準 を満足 して いた 。

な お 、 当該工場では 、 従来悪臭防止対策を図 っ て き た が 、 昭和 4 9 年 1 0

月 に悪臭燃焼設備 を取 り 付け る な どの改善を図 る こ と 4こ よ っ て 、 悪臭の環境

中の濃度 も 以前に比べ減少 し て き て い る 。

第 2 節 悪臭防止対策

(1) 法令に よ る 規制

悪臭公害に つい て は 、 昭和 4 6 年 6 月 1 日 悪臭防止法が制定 さ れ昭和 4 7 年

5 月 3 1 日 か ら 施行 さ れた 。 こ の法律は知事が規制の対象 と な る地域 を指定 し 、

規制地域内 の事業活動に伴 っ て発生する 悪臭物質に つい て規制基準 を設定す る

こ と と さ れて い る が 、 現在規制対象 と さ れ てい る の は ア ソモ ー ア 、 メ チル メ ル

カ プ タ ソ 、 硫化水素 、 硫化 メ チル及び ト ノ メ チル ア ソの 5 物質であ る 。

ま た 、 規制地域の考 え方は 、 住居が集合 し て い る地域 、 学校 、 病院等の周辺 、

その他悪臭 を防止す る こ と をこ よ り 住民の生活環境 を保全す る必要が あ る と 認 め

ら れ る地域 を対象 と し てお り 、 ま た工業専用地域は原 則 と して規制 さ れな い が、

同地域内の事業場か ら の悪臭に よ っ て住民の 生活環境がそ こ な われ てい る と 認

め ら れ る場合は当 該地域 も 規制の対象 と な っ て い る 。

本県に お け る 規制の状況は次の と お り であ る 。

悪臭防止法に基づ く 規制地域の指定及び規制基準の 設定状況 (表 3 2 )
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(2 ) 悪臭防止対策

悪臭の防止 、 除去 は防止施設及び技術等 の開発が遅れてい る こ と も あ り こ

れが推進は極め て 困難であ る 。

ま た 、 悪臭物質は そ の種類 も 多 く 、 発生源 と な っ てい る 工場事業場に つい て

も 、 施設の規模立地条件等が異 る た め 、 画一的な 防止対策が と れな いの が現状

であ る 。

特 に苦情の 中心 と な っ て い る 畜産施設等 に つい て は 、 関係事業者に対 し 、

( 1 )脱臭装置 に よ る 処理 、 (2)作業方法 の改善 、 (3)建屋の密閉化 、 (4)施設の移転等

を行 っ て悪臭被害 を防止す る よ う 指導 し てい る 。

表 3 2 悪臭防止法に基づ く 規制地域の指定及び規制基準の 設定状況

(1 ) 一次指定 (昭和 4 8 年 1 0 月 1 2 日 鳥取県告示第 7 6 7 号 )

※ 規 制 地 域 の 概 要 規 制 基 準

鳥取市

o 都市。十画法 に基づ く 市街

化区域

o 市街化区域に 相当す る地

域 (吉岡 温泉地区)

o 用途地域の 住居、 商業地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

(但 し賀露町は住居地域であ る が 、 固有

の悪臭が認め ら れ る の で

C 区域 (臭気強度 3 5 )

o 用途地域の準工業、 工業、 工業専用地

域 C 区域 (臭気強度 3 . 5 )

o 主 と し て住居 、 商業 を 中心 と した地域

A区域 (臭気強度 2. 5 )

倉吉市

o 市街化区域に 相当す る地

域

o 主 と して住居 、 商業 を 中心 と した地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

o 用途地域の準工業 、 工業 、 工業専用地

域 C 区域 (臭気強度 3. 5 )
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蒋沢 規 制 地 域 の 概 要 規 制 基 準

米子市

o 都市計画法に基づ く 市街

化区域

o 用途地域の住居、 商業地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

o 用途地域の準工業 、 工業 、 工業専用地

域 C 区域 (臭気強度 3. 5 )

境港市

o 都市。十画法に基づ く 市街

化区域

o 市街化区域に接す る 部分

の一部 (高松町)

o 現に悪臭発生が認め ら れ

る地域 (波町 の 2 地区)

o 全域固有の悪臭が認 め ら れ る地域

C 区域 (臭気強度 3 . 5 )

国府町

o 都市 。十画法に基づ く 市街

化区域

o 用途地域の住居、 商業地域

A 区域 (臭気強度 2 5 )

o 用途地域 の工業地域

C 区域 (臭気強度 3. 5 )

郡家町
o 都市。十画地域内の住居が

集合 し て い る 部落全域

o 固有の悪臭が認 め ら れ る地域

C 区域 (臭気強度 3 5 )

青谷町

o 市街化区域に 準ず る地域

(駅前周辺の住居が集合す

る 地域 )

o 主 と して住居 、 商業 を中心 と した地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

鹿野町
o 都市計画地域内の鹿野 、

今市地区

o 主 と して住居、 商業 を中心 と した地域

B区域 (臭気強度 3 0 )
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派 規 制 地 域 の 概 要 規 制 基 準

東郷町

o 市街化区域に 準ず る 地域

(松崎温泉地区)

o 主 と し て住居 、 商業 を 中心 と した地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

o 同地区で住宅化の予定の あ る 地域

B 区域 (臭気強度 3 0 )

三朝町
o 市街化区域に準ず る 地域

(三朝温泉地区 )

o 主 と し て住居 、 商業 を 中心 と し た地域

B 区域 (臭気強度 3 0 )

羽合町
o 市街化区域に 準ず る 地域

(上浅津温泉地区)

o 主 と して住居 、 商業 を 中心 と した地域

B 区域 (臭気強度 3 0 )

赤碕町

o市街化区域に準ず る 地域

(駅前周辺か ら 東へ別所 ま

で の地域 一帯 )

o 主 と して住居 、 商業 を 中心 と した地域

B 区域 (臭気強度 3 0 )

淀江町

o 住居か集合 し て い る 全部

蕗周辺 1 0 0 砺 の範囲

o 現 に 悪臭発生が認め ら れ

る 地域 (白浜浄化場周辺 )

o 主 と して農業漁業の た め に供 さ れ る地

域 C 区域 (臭気強度 3 5 )

o そ の他地域の悪臭発生源周辺地域

C 区域 (臭気強度 3 5 )

日 吉津村

o 都市 。十画法 に基づ く 市街

化区域

o 市街化区域に 接す る 部分

の一部 ( 日 本 パ ル プ北側

の新田部落の 一部 )

o 用途地域の住居 、 商業地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

o 用途地域の工業地域

C 区域 (臭気強度 3 5 )

(但 し新田 部落は現在住居があ り 悪臭公

害が認め ら れ る の で

A区域 (臭気強度 2 5 )

o そ の他地域の悪臭発生源周辺地域

A区域 (臭気強度 2 5 )
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(2 ) 二次指定 (昭和 4 9 年 7 月 2 日 鳥取県告示第 5 7 1 号 )

※ 規 制 地 域 の 概 要 ‘ 規 制 基 準

八東町

o 市街化区域に準ず る 地域

(安井宿 、 才代、 岩渕 、 東

の 一部 、 富枝 、 北山 、 南

の一部 )

o 現に悪臭発生が認め ら れ

る地域 (下徳丸 、 下用 呂 )

o 主 と して農業の用に供 さ れ る地域

C 区域 (臭気強度 3 5 )

o そ の他地域の悪臭発生源周辺地域

C 区域 (臭気強度 3 5 )

気高町

o 市街化区域に相当す る地

域 (浜村 、 勝見地区 、 宝

木地区 )

o市街化区域に準ずる地域

(矢 口 地区 、 水尻地区)

o 学校周辺地域 (気高中学

校周辺 )

o 上記以外の住居が集合す

る地域

o 主 と して住居 、 商業 を中心 と した地域

A区域 (臭気強度 2. 5 )

o 近 く 市街化が予定 さ れて い る地域

A区域 (臭気強度 2. 5 )

o その 他地域の学校周辺地域

A区域 (臭気強度 2 5 )

o そ の他地域の主 と し て農業 の用 に供 さ

れ る 地域 C区域 (臭気強度 3 5 )

関金町

o 市街化区域に準ずる地域

(関金温泉地区、 金谷地

区 、 大鳥居の二部 )

、o 主 と し て住居 、 商業 を中心 と した地域

B区域 (臭気強度 3 . 0 )

東伯町

o 市街化区域に相当す る地

域 (浦安 、 徳万 、 保の一

部 )

o 市街化区域に準ず る地域

(八橋、 蓬束 、 丸尾地区 、

浦安 、 保 の 一部 )

o学校周辺地域 (八橋小学

校周辺)

o 主 と して住居 、 商業 を中心 と した地域

A区域 (臭気強度 2. 5 )

れ7

B 区域 (臭気強度 3 0 )

o そ の他地域の学校周辺地域

B 区域 (臭気強度 3 0 )
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は 規 制 地 域 の 概 要 規 制 基 準

名和町

o 市街化区域に準ずる地域

(御来屋 、 上坪 、 小谷 、 倉

谷、 木料、 真子川等)

o 主 と して 住居、 商業 を中心 と した地域

B区域 (臭気強度 3. 0 )

国 区域 と 規制基準

、ミぬを議誕区域
ア ソモ ー ア

メ チンレ メ ル

力 ブ タ ン 硫化水素 硫化 メ チル
ト リ メ チル

ア ミ ソ

A 区 域 2 5 14 0 0 0 2 0 . 0 2 0 0 1 0 0 0 5

B 区 域 3 . O 2 0 0 0 4 0 0 6 0 0 5 0 0 2

C 区 域 3. 5 5 o o l 0 2 0 . 2 0 0 7
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第 5 章 そ の ほ か の 環境が汚染物 質

第 1 節 休廃止鉱 山 の重金属

｢ 農用地の土 じ ょ ぅ の汚染防止等に関 す る 法律 ｣ (昭和 4 5 年 1 2 月 2 5 日 法

律第 1 3 9 号) で は 、 土 じ ょ う 汚染 の原因 と な る 物質 と し て 、 人 の健康上問題が

あ る も の と し て カ ト ゥ ム を 、 農作物等生育上問題 が あ る も の と し て銅 か指定 さ

れ て い る 。

カ ト ゥ ム に つい て は 玄米中 の 含有量 l ppm以上 、 銅に つ い て は土 じ ょ う 中 の 含

有量が 1 2 5 p血以上 の も の を そ れそ れ被害 か あ る と さ れて い る 。

休廃止鉱山 の な か で、 現在 ま で鉱害 と し て問題 に な っ た も の は 、 岩 美町荒金 の

岩美鉱山、 鳥取市百谷 の百谷鉱山 で あ る 。

岩美鉱山 : 明治 2 2 年 に開坑 さ れた鉱山 て 、 銅 を 含ん た鉱水 は 下流 の 小田川

流域の 水田約 2 0 0 ヘ ク タ ー ル に 被害 を及ば し、 昭和 4 6 ~ 4 7 年 に か け て実施

し た調査 では 8 8 検体 の玄米 の う ち 2 2 検体の玄米 に カ ト 、 ウ ム の 人為的汚染(カ

ド ミ ウ ム 0 4 ppm以 上 ) が認 め ら れ た が 食品衛生法 て は食武 と し て取 り 扱わ れな

い カ ト ミ ウ ム 1 p皿以上 の 玄米 は認 め ら れな か う た 。 ま た 、 土 じ ょ う に つ い て は 米

の収量 に影響が あ る と 判断 さ れ る 1 2 5 ppm以上 の銅 を含有 し て い た 土 じ ょ う か90

地点中 2 4 地点 あ っ た 。 県 て は鉱害対策 と し て昭和 4 7 ･ 4 8 年度 に事業費 3 6

4 3 q汗 円 で鉱水処理施設 、 沈澱物堆積場 の長置及び整備 を 行 い 、 昭和 4 9 年度 に

は事業費 3 0, 1 6 5 千円 て捨石た い積場 の防護 施設 ユ事等 を行 っ た 。

ま た 、 鉱 さ い土砂の流出 防止の た め の 荒廃砂防事業 と し て建設省 の補助 を う け

て昭和 4 7 年度 に 、 事業費 3 0 0 0 0 千円 を も っ て 砂防 タ ム嵩上工事 (嵩上 2

- ト ル 、 延長 9 6 メ ー ト ル ) を実施 し た 。

百谷鉱山 開坑 の歴史は 古い鉱山 で、 昭和 4 7 4 8 年度 に 下流 2 0 ヘ ク タ

~ ル に実施 した調査 では 、 玄米 2 6 検体 の う ち 、 人為的汚染 ( カ ト ミ ウ ム 0 4 ppm

以上) の認 め ら れ た も の が 2 検体 あ っ た。 土 じ ょ う では銅 1 2 5 ppm以上 の も の が

2 3 地点 の う ち 7 地点認 め られた 。

鉱害対策 と し て百谷鉱業㈱は 、 昭和 4 8 年 に銅の 高汚染地域 1 1 ヘ ク タ - ル の

客土事業 と坑 口 の完全閉鎖 、 農業用水路 の新設等 を行い現在 に至 っ て い る 。
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表 3 3 休廃止鉱山 下流の 玄米 、 土 じ ょ う の カ ト ミ ウ ム 、 銅 の掲査結果

地 区 別

調査

対象

面積

休廃止

鉱 山

玄 米 土 じ ょ う
調査

年度籟総数
カ ト ウ ム 調査

検体

数

銅

最~最 平
高 低 均

1 O Ppm

以上の

検徽

l o~

襄寝 覊~履 践
1 2 5 P則

以上の
検徽

岩 美 町

小田地区
2 0 0

岩 美

鉱 山
8 8

PPm PPm

0 8 9 へJ O 0 5 0 2 9 0 2 2 9 0

PPm PPm

5 1 3 ′し 6 7 9 7 2 4 4 6 ･ 4 7

鳥 取 市
百 谷

轆曲 f 地区
20
百谷

鉱 山
2 6

P皿 卸m

0 5 4 ヘレ o o l o l 7 0 2 2 3

P皿 P皿

8 2 7 へる5 1 8 2 7 4 7･ 4 8

ま た 、 昭和 4 8 年度農用地 の土 し ょ う 汚染概況調査 と し て県下の 水田 3 2 地点

に つ い て実施 した調査 て は 、 玄米 では いずれ も 人為的汚染 ( カ ト ミ ウ ム 0 4 ppm以

上) 以 下 の カ ト ゥ ム 最高 o 3 9 ppm 、 最底 o o 5 p皿であ っ た。 土 じ ょ ぅ では岩美

町小田地区で銅 3 3 9 ppm と銅 1 2 5 pp瘢法上の も の が1 地点認 め ら れ た が 、 鉱山 の影響 の

な い 2 9地点について“撮支 高 2 0 1 pp叺 最底 0 2 皿、 平均 5 0 ppmが認 め ら れた。

表 3 4 鳥取県下の 玄米 、 土 じょ ぅ の カ ト ゥ ム 、 銅 の凋査結果

地 区 名 踏総数
玄 米 十 じ よ う

カ ト ウ ム 銅

最 ~ 最
高 低

平 均
1 O P皿

総数
1 0 ~

0 4 PPmの

検体数

最 ~最
高 低

平 均
1 2 5 PPm

以上の
検体数

岩美町小田地区

鳥取市百谷地区

その他 ( 鳥取市、
倉吉市、 米子市
他 2 1 町)

2

1

2 9

P則

025 ′~ 0 1 1

0 1 3

)“ ~0 0 6

PPm

o 1 8

0 1 3

04 1 Ûnv̂U Û̂ÛU
PPm

3 3 9 () 9 3

8 5

20 1 ()0 2

PPm

2 1 6

8 5

5 0 14̂U〔U
( マノカ ノ ) ( ウフノ ) ( モ ノ ブブソ )

そ の他通商産業者 の委託事業 で昭和 4 8 年度に 8 鉱山 〔 丹比 、 倉吉、 関金 、

( ゥ フ ノ )( モ ノ フル ) (銅 ) ( ク ロム ) ( ク ロム ) (タンクスブン)影)
穴鴨 、 高城、 久運、 日 野上、 大江山鉱山 〕 、 昭和 4 9 年度に 6 鉱山 〔 高姫 、 山王 、

(齊蛍絹遥か翁友僕ン錐痴話を2 つ い鉱廃水 、 利水点の水質 ･ 坑 口 の 危険性

の 有無 、 た い積場の た い積状態等に つい て調査 を行 っ た 。
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そ の結果

(1 ) 坑廃水 、 利水点の 水質につ い て

水質 につ い て は高城鉱山 のPH が低 いが 、 重金属は利水点 では検出 さ れて お ら

ず問題は な い。 そ の他の鉱山に つ い て は異常はみ ら れな か っ た。

(2) 坑 口 の危険性の有無に つ い て

調査 し た 1 4 鉱山は閉 口 し て い る坑 口 が有 る が安易 に近づ く こ と がで き な い

も の が多い 。 し か し高城鉱山は高城山がキ ャ ン プ地 と な っ て お り 、 久達鉱山 は

坑 口 が道路 か ら 2 ~ 3 戊 し か は な れて い な いの で坑 口 に入 る危険がある と いえる。

(3) た い積場につい て

た い積場に つい て は 、 当面崩壊 の危険は な い 。
　　

イ )

第 2節 水銀等重金属類 の汚染状況

水銀等に よ る環境汚染 、 食品汚染の実態 を知 る た め県 内の 1 5 河川 3 6 地点 、

3 湖沼 8 地点 。十 4 4 地点に つ い て底質調査 、 農用地 1 4 地点 につ い て の 土 じ ょ う

農作物並 びに県内魚介類 4 0 検体 、 県外魚介類 2 6 検体に ついて 魚介類調査 を行

っ た。 そ の結果は表 3 5 の と お り で あ る 。

1 底質調査

1 5 河川並 びに 3 湖沼 4 4 地点 の底質 に つ い て 、 総水銀、 ア ルキ ル水銀 、 カ

ド ウ ム 、 ひ素 、 鈴の分析 を行 っ た が検出 さ れた数値に ついて は総水銀以外は

基準値等が無 い の で汚染度の 評価は難 し いが、 相対的に都市河川 に高 い数値が

検出 さ れ てい る 。 総水銀は 最高値 2 3 p皿 (旧袋川丸山) であ る か ｢ 水銀 を含

む底質の暫定除去基準 2 5 p加 轟こ比 し て問題 と な ら な い 。

2 土 じ ょ う 、 農作物調査

水田 1 1 地点、 畑地 3 地点 。十 1 4 地点 の土 じ ょ う 並 びに玄米 1 1 検体、 ゴボ

ウ 、 サ ツ マ イ モ 、 な しの 各 1 検体 につ い て カ ド ゥ ム 、 ひ素 、 鉛 、 銅 、 亜鉛の

調査 を行 っ た 。 そ の結果岩美町 の水田 で銅について ｢ 農用地 の土壌汚染防止等

に 関す る法律 ｣ に定め る ｢ 農用地土壌汚染対策地域の指定要件 1 2 5 皿 ｣ を 上

回 る 3 4 4 皿が検出 さ れ 、 ま た 日 野町 の水田 で亜鉛が 1 4 5 皿で他の地域に比

べ高い数値が検出 さ れ てい る o

農作物に つい て は ｢ 玄米 の カ ド ウ ム の基準値 1 脚 を上回 る も の は な く ま

た 、 な し等に つ い て も 問題 と な る 数値は検出 さ れて い な い 。

- 70 -



魚介類調査

県内産 、 県外産 。十 6 6 検体 に つい て総水銀の調査 を行 っ た が、 いずれ も 暫定

的規制値総水銀 o 4 p皿 を下回 っ て い る 。

表 3 5 昭和 4 9 年度水銀等重金属類の 調査結果

1 底質調査総括表 単位p卯 ND :検出せず

調査地点数ゑ
総 水 銀 アルキル水銀 カ ト ミ ウ ム ひ 素 鉛

最炮

~ 最小値
平均値
鯏直

~ 最小値
平均値
離

~最月“直
平均値
鯏直
~ 最小値

平均値
飜
~ 最小値

平均値

三大河川 1 2 0 1 2 ヘレ 0 0 0 4 0 0 2 8 N D ND 02 2 へ〉 o o l 0 0 6 7 2 ヘノ 0 9 2 ao 1 6 ′し 23 6 2

都市河川 1 4 4 0 ヘレ 0 0 3 7 0 8 5 ND ND 32 へ〉 0 0 4 L O 1 8 ~ 13 6 7 2 1 0 ′し 2 1 7 9

2 級河川 1 0 LO ヘノ qo 0 3 0 1 4 ND ND o 9 0 へND Q 1 2 1 2 ヘノ 0 8 5 0 5 3 ′し 26 1 6

湖 沼 Q̂O 0 5 7 へ} 0 1 3 0 2 8 ND ND u ~ 02 1 0 5 3 l 7 ~ 45 1 l 5 9 へ〉 2 7 4 5

全 水 域 4 4 4 0 ヘノ 0 0 0 3 0 3 6 ND ND 32 述 Q 4 7 1 8 ~ 72 6 2 2 1 0 へJ 2 3 3 8

底質調査結果表 単位皿 ND ;検出せず

地 域 名 調査地点 総水銀
アルキル

水 銀
カ ト ミ ウム ひ 素 鉛 備考

河川
(三大河川)

千代川水系

千 代 川

八 東 川

大 路 j l

野 坂 月

湖 山 川

天神川 水系

天 神 川

んッ

んッ

"7

日 野川水系

佐 貫

米 岡

古 市

安 長

質 霧

大 原

い わ き

小 田

江 北

0 0 1 4

0 0 1 3

0 0 8 3

0 0 4 7

0 1 2

0 . 0 0 5

0 0 0 9

0 0 1 4

o o l o

N D

N D

N D

N D

N D

N D

N D

N D

N D

0 0 5

0 0 2

0. 0 4

0 1 2

0 . 2 2

0. 0 4

0 0 6

0 0 5

0 0 2

5 2

4 9

7. 2

4 0

4 7

2 5

1 7

1 4

1 5

字 2

5 7

1 1

1 6

1 4

3 0

3 6

3 6

2 3
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河川
日 野 川 I 根 雨

“ 構 ロ

法 勝 寺 川 福 市

(都市河川 )
1

旧 袋 川 古 方

“ (山白川) NHK 付近

花 見 橋

“ 出 合 橋

“ 丸 山

〃 浜 坂

玉 川 西 仲 町

宮 川 町

い わ き

旧 加 茂 川 旭 橋

天 神 橋

灘 町 橋

新 加 茂 川 新加元朝橋

〃 国道9麟泉橋

(二級 河川 )

補 生 川 本 庄

〃 岩 本

塩 見 川 細 川

河 内 川 宝 木

日 置 川 善 田

" 青 谷

由 良 川 瀬 戸

加 勢 蛇 川 上 伊 勢

阿 弥 陀 川 所 子

佐 陀 川 佐 陀

0 0 0 6

0 0 0 4

0 0 1 9

0 1 0

0 1

0 1

0 6 8

2 3

1

0 4 9

0 3 3

0 3 6

0 2 0

0 3 9

4 0

0 0 3

0 6 9

0 0 4 0

0 0 3 1

0 0 2 9

0 0 1 9

0 1 3

l o

0 1 9

0 0 0 3

0 0 1 4

0 0 2 5

N D o o 7

N D l , ･ ‐

N D 事 ･ '
!

N D l 0 6
I

N D I ‘ o 4 0

N D 1 1

N D 1 1

N D 3

N D 1 8

N D o 4 2

N D o 4 6

N D f 0 3 8

N D l 0 2 0
N D 0 6 1

琵 B に ‐
N D 率 , ･

N D O 0 3

N D O 0 4

N D O 0 3

N D N D

N D O 0 2

N D O 9 0

N D O 1 4

N D N D

N D O 0 6

N D o o l

l

1 l

0 9 2

3

9 2

8 9

7 6

1

1 8

4 3

4 3

; Z

1 3

2

4 0

7 9

9 4

1 2

8 5

7 4

3 6

1 3

4 7

0 8

1 l

1 4

3 9

9

2 3

3

1 0

9

9 1

1 4 0

7

6 彗

3 9

7

2 1

O

1 0

1 0 0

1 4

2

6 0

5 2

9 6

5 3

1 4

2 6

3 3

4 1

;
l

"

!



湖沼

多 鯰 他

乙7

バン

湖 山 他

中 海

西 部

東 南 部

北 部

布勢地先

中 央 部

米 子 湾

米 子 港

加茂刻=河口

0 1 4

0 1 3

0 1 6

0 3 5

0 2 4

0 3 7

0 2 8

0 5 7

N D

N D

N D

N D

N D

N D

N D

N D

0 3 4

0 3 6

1 1

0 4 5

0 2 1

0 7 5

0 4 1

0 6 8

1 4

1 3

1 2

1 1

1 7

1 2

4 5

9 3

4 0

3 5

5 9

4 8

4 6

5 5

2 7

5 4

(昭和4 9年度 県環境保全課凋査)

土 じ ょ う 調査及 ひ農作物調査 単位 : PPm

凋 査 地 域
土 壌 農 作 物

備 考カ ト ミ

ウ ム
ひ素 鉛 銅 亜鉛

カ ト ミ

ウ ム
ひ素 鉛 銅 亜鉛

水田
勾簔曜内

鞠梯

緻市蜘

郡家町万代寺

気高町車高

三朝町本泉

離鳩居

東伯町美好

淀画翻

米篩醐田

日勤鑄

0 6 0

o o 2

0 1 6

0 2 0

0 2 2

0 2 1

0 2 0

0 2 4

0 2 3

0 2 1

4 1 0

7 1

気 ○

9 4

5 1

6 7

1 7

5 4

0 1

2 1

1 6

1 7 7

4 5

1 6

0 7

2 9

3 7

4 1

1 1

0 6

2 4

1 9

1 4

3 44

1 1 3

5 2

2 2

6 2

3 8

0 2

1 4

6 0

3 4

1 1 9

2 3 5

2 4 0

6 0

4 0

9 0

1 2 0

1 5

5 5

8 5

4 3

1 4 5

繁添2
0 0 5

0 0 4

0 0 7

0 1 5

0 0 8

0 0 4

0 1 0

0 0 5

0 0 4

0 . 1 5

0 0 1

0 0 8

0 1 9

0 0 6

0 0 7

0 3 3

0 0 9

0 1 1

0 1 6

0 1 8

0 4 1

0 1 0

0 0 8

0 0 8

0 0 8

0 1 0

0 1 4

0 1 0

0 0 8

0 1 1

0 0 7

0 0 7

52 2

1 8 1

1 1 3

2 0 0

2 2 8

2 2 5

1 1 0

2 9 8

2 1 2

1 9 2

2 1 5

2 2 6 0

1 5 5 3

1 5 9 3

1 6 8 7

1 7 7 5

2 1 8 5

2 0 5 7

1 8 7 9

1 7 7 5

1 8 2 8

2 2 0 1

儒箱源･鉱山排水

汚染源･ 鉱山排水

畑地
倉吉断同国粉寺

,薦観町松谷

米蒜嫡

0 1 1

0 2 6

0 1 0

5 8

1 4 3

3 6

0 6

1 0 8

0 0 0 28 91 0 4 39 05 5
(コボウ
0 0 6

ぐサヅマ
0 0 5

黎 ,

為
rモ)
0 0 0

0 0 0

0 1 5

0 3 1

0 1 2

0 8 3

0 4 3

1 0 0

4 2 1

3 1 5

0 6 7

汚染源 ･ 農薬

(昭和49年度県農業改良課調査)
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魚 介 類 調 査

区 分

総 水 銀
備 考

検体数 適 不適 最高値 最底値 平均値

県内水場魚介類

県外水場魚介類

。十

4 0

2 6

6 6

4 0

2 6

6 6 Û〔ÛU
o 1 等側

0 3

不検蟹 o o 獲閲

0 0 5

暫定的規制値

総水銀 0. 4 P皿

(昭和49年度県衛生課調査)

第 3 節 P C B の 汚染状況

P C B に よ る環境汚染、 食品等の汚染 の実態 を知 る た め河川水 2 検体、 河川 、

湖沼の 底質 2 2 検体 、 土 じ ょ う 2 検体 、 焼却場 の残灰 3 検体 の調査及び暫定的規

制値の 設け ら れて い る食品等 8 8 検体 の調査 を行 っ た が そ の結果は表 2 6 の と

お り で あ る 。

1 環境汚染調査

河川水に つい て は 、 河内川 の故紙再製業排水 口 下流 5 0 肋 で、 1 検体は検出

さ れな か っ た が 、 1 検体につ い て は環境基準 (検出 さ れな い こ と 定量限界 o

o o o 5 p即 ) を超 え る 値は検出 さ れな か っ た。

土 じ ょ う に つい ては 0 5 9 ~ 1 5 皿の P C B が検出 さ れてい る が 、 国が示 し

た 当面詳細調査 を要す る 農用地の P C B の 含有量 1 o p皿 と 比較 し て極 め て低い

数値であ る o

焼却場の残灰か ら は P C B は検出 さ れ て い な い 。

2 食品等汚染調査

食品 、 包装容器等 8 8 検体 の調査 を行 っ た がいずれ も 暫定的規制値 (昭和47

年 8 月 2 4 日 厚生省暫定的規制) を下回 っ て い た 。
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表 3 6 昭和 4 9 年度 P C B 汚染状況調査結果

1 環境汚染調査

区 分 調 査 地 点 検体数 検 出 値 皿 備 考

水 質
故紙再生工場排水 口

下流 5 0 戊

2 N D ~0 0 0 1
㈲丸為製紙

㈲前田製紙

底 質

旧 袋 川

河 内 川

日 置 川

玉 川

旧 加 茂 川

新 加 茂 川

多 鯰 池

湖 山 池

東 郷 池

中 海 4≠n乙4士RUQU141ーム1▲ウム
0 0 3 へ) 0 . 1 7

4 6 () 6 8

0 0 3 () 0 1 8

0 0 1 へ) 0 0 4

0 0 6 () 0 1 2

0 0 2

N D

N D

N D

0 0 1

㈲前田製紙

詞丸為製紙･㈲原田製紙

土 じょ う
河 内 川 流 域

日 置 川 流 域 岬414
1 5

0 5 9

㈲前田製紙

㈲丸為製紙

残 灰 焼 却 場 3 N D 鳥取 倉吉 ･ 米子
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食品等汚染調査

検体数
検 出 値 暫定的

規制値

P副

道 不適 備 考
最大値

PPm

最小催
PPm

均値
PPm

魚介類
県内水場
遠茴洋沖合魚介類 2 3 0 0 6 ND 0 0 2 解 2 3 0

内海内湾 “ l 7 0 09 乙7 0 0 3 刻 “ nu

県外水場
遠洋/蛤 " 1 0 0 1 7 “ l 0 0 3 0 b 1 0 nU

内海沖合 〃 l 6 l ? “ l O Z l 6 0

。十 6 6 / し/ 6 6

牛 乳 うJ 0 0 0 2 2 0 0 0 2 2 O U 0 2 2 明 3 0 束 ･ 中 ･ 西 部学校給食

乳 製 品 リ̂J 0 0 5 6 7 〇 0 0 瑞 0 0 2 6 l o 3 0 ハ タ- ‐仝脱練乳 全税務浮L

肉 類 "2 う ND り 0 l と 解 ; 0 牛 肉 、 豚 肉 、 薊 肉

卵 類 コ̂‘J 0 0 1 6 0 0 ! 5 o o b 0 2 3 0 鶏卵

育 児 用 粉 乳 メハコア 0 0 0 8 5 ND 0 O G 2 1 0 2 1 0 県外 4 社製品

容 器 包 装 仁U 0 4 “ 0 1 鶏 6 0 梨包装 鼻 菓子包莢 2

。十 8 8 ///れ 8 8 0

(昭和49 年度県衛生課掲 へ)
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第 6 章 廃 棄 物

第 1 節 一般廃棄物の現況

一般住民の 日 常生活か ら排出す る 一般廃棄物は 、 市町村の固有事務 と して 処理

さ れて い て、 廃棄物の 処理及ひ 清掃に 関す る 法律 (以下 ｢廃棄物処理法｣ と い %)

第 6 条 に 基づ き 、 具体的に 市町村処理区域や 。十画 を定 め 、 か つ処理施設の整備

を 図 っ て 実施 し て い る o

昭和 4 8 年度 に お い て 、 市町村 か処理区域 と し て い る 面積は 、 県内面積 3 4 9

1 7 Km 2 の 9 9 5 パ ー セ ノ ト に相 当す る 3 4 7 2 5 Km 2 で あ り 、 全世帯の 9 9 9

ハ ー セ ノ ト が市町村処理対象 で あ る 。 し か しな が ら 、 そ の 処理内 容は市町村に よ

っ て 異な り 、 同 一市町 村内 に お いて も ごみの収集範囲 と し尿 の収集範囲 が異 っ て

い た り し て 地区間に 格差が生 じ て い る 。

し た か っ て 、 当県 では 、 国 の定 め る 廃棄物処理施設長期整備計画 (第一次昭和

3 8 ~ 4 2 年 、 第 3 次昭和 4 7 ~ 5 0 年) に よ り 、 昭和 5 0 年 ま でに 、 し尿処理

率 9 8 パ ー セ ン ト 、 ご み処理 9 6 パ ー セ ン ト を 目 途 と して 、 市町村の一般廃棄物

処理施設の整備事業の推進 を図 る と と も に 、 処理体制の強化に 努 め て い る と こ ろ

て あ る 。

( 1 ) し 尿 処理

し尿は 、 便所の 水洗化に よ っ て こ れ を 公共下水道終末処理場で処理す る こ

と か 望 ま し い が 、 公共下水道の 整備がお く れた 困難 な地域では 、 共同浄化そ

う 、 あ る い は 、 し尿浄化 そ う の 設置 と あ い ま っ て 、 し尿処理施設の整備が必

要 て あ る 。

し尿処理の処分状況は図 2 2 に 示す と お り で 、 市町村の 集収。十画に よ っ て

処理 して い る も の は 、 6 2 パ ー セ ン ト に過 ぎず、 計画 に乗 っ て い な い農山村

での 自 家処理は 3 8 パ ー セ ン ト に達 して い る 。

し尿 処理施設の 整備状況は表 5 8 の と お り で あ る が 、 こ の 8 基の 処理能力

は 6 3 9 K Q / 日 で処理対象人 口 の 9 1 2 パ ー セ ン ト が処理可能 と 推計 して い

る が 季節的変動等に よ り 上 。己 の と お り 年間 では 、 6 2 パ ー セ ン ト の有効か

動 と な っ て い る 。

更 に 、 地域別では 県東部及び、 日 野郡 の施設に つい て拡張整備 を 図 る必要
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が あ る も の と 考 え て い る 。

図 2 2 処理 。十面区域 内 に お け る し尿処理状況 (昭和 4 8 年度 )

処理計画

区域内排出量

2 6 7 2 2 7K Q

1 0 0%

1 02 l 0 5K%年 1 1 4 00 5K 94年
3 8 解しセ Z 5をこセ ン ト

農村還元
2 45 9Kレ年

1 パーセ ン ト そ の他 1 8, 6 58K多年 7 パーセ ン ト

表 5 8 し尿処理施設整備状況
(昭和 o o 3 未現在)

施工

年度

(昭和0

設 置 者
総 人 口

鰹脳9 1 2 末

現在) 人

能健 男

(K④財印

処理対象
人 口

Q 髭し久 )
⑬

受入能力

@/“
備 考

36字~3 8 鳥取市 ( 1 1 9 ,6 0 の 7 3 下水道終末処理場

45rし46 東部衛生施設組合 2 3 1 5 0 0 1 2 0 1 6 0 9 0 0 6 9 5
気高郡以東全市
町村

38へ} 3 9

4 5() 46

中部市町村共同施設
管理組合

1 2 1 ,6 0 0 1 2 0 1 0 0 0 0 0 8 2 2 倉 吉市 ･ 東伯郡

3 7メし 38
米子市外 9 力 町村衛
生施證組合

1 7 2 ,2 0 0 5 6 l

1
米子市 ･ 西伯郡 ･
溝 口町阿識芻ヒ場

40′~ 4 1 8 0 2 1 3 ,3 0 0 ト 燃 8 白浜浄化場

47^} 48 - - ,, l 1 2 0 ｣ 阿部浄化場

37･} 38

48{し 49
境 港市 3 6 ,8 0 0 5 6 4 6 ,7 0 0 1 2 6 9

3 9

46

日 野 ･ 江府 ･ 日 南町
衛生施設組合

2 1 ,7 0 0 1 4 1 L7 0 0 5 3 9

。十 5 8 3 , 8 0 0 6 3 9 5 3 2 6 0 0 9 1 2

( 2) ご み処理

日 常生活か ら排出 さ れ る ごみの 量は年 々 増加す る と と も に 、 そ の質 も 多様

化 してい る 。 ごみ は市町村が定め る 一定の 計画 に よ っ て収集、 処分 さ れて い

る が 、 不燃物は埋立て に よ り 、 可燃物は 琉却に よ っ て減量化 、 定安化 し、 環

境汚染の防止 に努め て い る 。 ごみの処分状況は 、 図 2 4 の と お り で あ る が 、
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県全体では市町村の集収。十画 に よ っ て 処理 して い る も の は 7 5 . パ ー セ ン ト 、で

あ り 、 自 家処理は 2 5 パ ー セ ン ト であ る が 、 な か に は 。十画集収量が住民の半

分に も満た な い町村が あ る 。

ごみ処理施設整備状況は表 3 7 の と お り で あ る が 、 こ れ ら の処理能力は

9 1 パ ー セ ン ト であ り 、 集収量の う ち 3 1 6 パ ー セ ン ト は埋立て処分であ る。

今後、 集収範囲 の拡大 と 処理能力の低下に伴 う 問題に対処す る た め施設の更

新 と 増設 を 図 る 必要が あ る も の と 考 え て い る 。

図 2 3 処理 。十画区域内 に お け る ごみ処理区分 (昭和 4 8 年度)
ご
み
処
理
施
設

一
ト4 0 バー

セ ン ト ゞ
自 家 処理 し

#;理う 処理計画
区域内排

　　　 　 　　 　　　
l で‐セ 、 1 09- 4 0 ,6 0 7搾 6 8' 1 6

高速堆肥化施 埋立
1 7 4 40 レ年 2 4 パーセ ン ト

表 3 7 ごみ処理施設整備状況

ァ 可燃物処理場 (昭和 5 0 年 3 月 末現在)

施工

年度
設 置 者

総人 口

(昭 49 12

現在 ) 人

処鬱理翰竜豆

(ト "〆日)

④

処理対象
人 口

@ 8 3g死ロバ
⑮

受入能力

%

⑯/@
備 考

47()4 9

4 6

4 4

4 9

4 9 (} 50

4 5

4 6

4 7

4 3

4 7

4 3

4 8 () 4 9

鳥取市

国 府町

岩美町

福部村

八頭東部衛生施設組合

河原町

若桜町

佐治朝乏瀬ごみ姫理掘｣殻組合

智頭町

気高郡衛生施設組合

榴苅鰤施一畑解離合

1 1 9 , 6 0 0

8 5 0 0

1 6 ,7 0 0

3 ,4 0 0

2 1 ,4 0 0

9 , 3 0 0

7, 4 0 0

8 ,9 0 0

1 2 2 0 0

2 4 , 1 0 0

1 2 1 , 6 0 0

1 8 0

6

6

6

2 0

5

5

6

8

2 0

3 6

5 0

1 8 3 1 0 0

6 , 1 0 0

6 , 1 0 0

6.1 0 0

2 0 , 3 0 0

5 , 1 0 0

5 , 1 0 0

6 ,1 0 0

8, 1 0 0

2 0 , 3 0 0

8 Z 5 0 0

1 5 32

7 2

3 7

ユ 7 9

9 5

5 5

6 9

6 9

6 6

8 4

7 2

郡家 ･ 船岡
八 東町

気高郡
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施 工

年度
設 置 者

総 人 口

(昭 4 9 1 2

現在 ) 人

麹理謝勘

(ト ノゾ日 〉

④

処理対象
人 口

@ 8拶伯.バ
@

受入能力

%

⑭/④
備 考

3 9

4 5 ^)4 6

4 6

4 3

4 3

3 8

4 3

4 8

4 0 () 4 1

4 7

4 7

4 4

4 4

4 9

米 子市

れ7

襲伸す外 2 ヵ町清掃施設組

日 吉津村

淀江町

大 山町

名 和町

中 山町

境港市

たり

日 南町

日 野町

江府町

溝 口町

1 1 6 ,8 0 0

1 6 ,6 0 0

2 ,3 0 0

8 0 0 0

7, 7 0 0

8 4 0 0

6 ,2 0 0

3 6 ,8 0 0

9 , 9 0 0

6 ,4 0 0

5 4 0 0

6 2 0 0

2 0

6 0

7

3

5

3

3

5

3 0

2 0

7

3

2

7

8 1 4 0 0

7, 1 0 0

3 r o o

5 1 0 0

な , 1 0 0

3 1 0 0

5 , 1 0 0

う 0 7 0 0

7 1 0 0

3 1 0 0

2 , 0 0 0

7, 1 0 0

7 0

4 3

1 3 5

6 4

4 0

3 7

8 2

1 3 8

7 2

4 8

3 7

1 1 5

西 伯町 会見町
岸本町

合 計 5 8 3 8 0 0 5 2 3 5 3 1 9 0 0 q l -

イ 不燃物処理場
く 昭和o o な 未現在)

墾 餐 設 置 者 処理能力 備 考

4 6

4 6

4 7

東部広域行政管理組合

中部市町村共同施設管理組合

西部広域行政管理組合

bot ノる肉間

50 t/雛幇間

60 t/5時間

破 砕設備 鳥取市 ･ 岩美郡 ･ 八頭
郡 G可原町 観除 く ) 、
気高郡昼町村

圧縮設備 倉吉市 ･ 東伯郡鎧町村

圧縮設備 討議境郡港暮岬
( 3) 埋 立地

市町村の 唐掃活動な り 、 廃棄物処理施設か ら排出 す る 各種の 不燃物は環境

汚染防止の た め 、 最終処分地で埋立て処分 し て い る 、 現有埋立地の確保状況

は表 4 0 の と お り で あ る が 、 埋立て量の増加 と 住民の公害意識の 高 ま り と と

も に 管理費の増加 を来 た し 、 更 に は新 しい最終処分地の 解保は ま す ます困難

と な り かつ 負担は容易でな く な っ て い る 。 市町村が今後処分地 と して確保

し よ う と 計画 して い る 状況は表 4 1 の と お り で あ る 。
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表 3 8 市町村 (組合) 別現有埋立地状況 (昭 4 9 1 2 未現在)

設 置 者 箇所数 翳 得 曽 面 積 # 容 積 ガ 取得年度

鳥 取 市

東 部広域行政管理組合

国 府 町

岩 美 町

福 部 村

河 原 町

若 桜 町

気高郡衛生施設組合

中部市町村共同地掬鱒設管理組合

米 子 市

西部広域行政管理組合

西伯町外 2 州町清掃施設組合

境 港 市 2211111121111
農 地

山 間

農 地

平 地

銭地以第

農 地

山 間
( 借地 )

農 地

山 間

山 間

平 地
鏡地以外)

河 川 敷

農 地

湖 沼

5 9,0 0 0

1 5 ,6 0 0

3 ,0 0 0

9 ,0 0 0

1 , 0 0 0

5 ,7 0 0

4 ,0 0 0

1 ,0 0 0

6 0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 5 9 ,0 0 O

1 , 5 5 7

1 , 0 0 0

1 1 9 , 0 0 0

1 5 6 0 0 0

5 ,0 0 0

2 7, 0 0 0

5 ,0 0 0

9 4 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

3 ,0 0 0

1 7 0 0 0

2 0 , 0 0 0

6 3 6 ,0 0 0

2 ,0 0 0

2 ,0 0 0

4 8

4 6

4 8

4 5

4 7

4 5

4 5

4 3 . 4 7

4 8

4 7

3 7

4 6

。十 1 5 1 3 1 ,7 5 0 1 ,0 9 8 ,0 0 0

表 3 9 市町村 (組合) 別埋立地取得。十画一覧表 (昭 4 9 1 2 末現在)

設 置 者 箇所数 取得予定
地, 目 面 積 # 容 積 ガ 整得予謹

気高郡衛生施設組合

中部市町村共同施鰤鑄設管理組合

米 子 市

れ7

西部広域行政管理組合

中 山 町

境 港 市 1上1414141･LT一具14
山 間

農 地

公 有 地

銭地以湘

農 地

河 川 敷

山 間

錮畿嬢域

3,0 0 0

1 0 , 0 0 0

7, 0 0 0

6 0 0 0

7 6 ,0 0 0

1 ,0 0 O

7, 0 0 0

1 5 ,0 0 0

1 0 0 ,0 0 0

3 5 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

3 0 5 , 0 0 0

2 ,0 0 O

1 4 0 0 0

51~55 の 間

5 0 年度中

イン

れ7

5をし55 の 間

5 O 年度中

51~55 の 間

。十 7 1 1 0, 0 0 0 5 0 1 , 0 0 0
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榊 米満 村離講師惣, 擶““““.“ 施鷲合 憲嬬府講 ,
ー評8 0 t 町 二 町二 管理組合 八頭東部 生　 　 　 　 　

西伯町外 2 力 溝

- 鞆種 町 ロ ー 一 三
I 7 も- - 9 t 江 府町 2 t

河 原町施設 施設組合 桜
ず 2 続 酎

瀬ごみ処理組合 鳰
6 6 t 5

　 　 　 　 　 　 　 　 　　

- - - - - -一一 一 - -

- - - -

図 2 4 ごみ処理施設処理能力現況図 鱗 -二岩 -

5 t村 二 三 美 一
- - 町 一

6 t

[uu胆田圃 5 0~6 9 % 処理能力率= 処理能力人 口 × 1 0 O
E言蕁 3 0~4 9 % 人 口

七宝三コ 1~2 9 %
Lニニコ 0 %

鰊 90%以上

日三三ニヨ 7 o~8 9 % 算 出方法



④ し尿浄化そ う の 現状

し 尿浄化そ う は近年生活水準の 向上 を反映 し て急激に 普及 し 、 昭和 4 9

年度末に は 設置数 7 7 2 0 基 を数 え て い る 。

公共下水道の整備 さ れてい な い地域に あ っ て は , し 尿水洗化処理の唯一

の 方法であ る が 設置数の急激及び不適正 な維持管理等は 水質汚濁 の原因

と も な り か ね な い の で, 今後十分な監視指導体制 を整備 し て ゆ かな け れば

な ら な い。

し 尿浄化そ う の歴年度設置数、 保健所別設置数は図 2 6 2 7 に示す と お

り で あ る 。

図 25 歴年度 し尿浄化そ う 設置基数

基

8, α) O

7, 000

6 00 0

5 , 00 0

4 , 00 0

3 ,236

2996
3 , 000

2 , 000

1 ,3 6

82 3 1 P2 9
66 1

1 , 000

37
年
度
末

3 7 38 3 9 40 4 1 4 2 4 3 44 45 46 4 7 48 49
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し尿浄化そ う の 現状

図 26 保健所別 し尿浄化そ う 設置数 ( 昭 4 9 3 末現在

3 26 1 7o 1 30

米
子
保
健
所

倉
吉
保
健
所

浜
村
保
健
所

郡
家
保
健
所

鳥
取
保
健
所

第 2 節 産業廃棄物 の現況

近年生産活動の拡大 と 、 国民 消費生活の 向 上に よ り 、 各種産業か ら 発生す る 産

業廃棄物は著 し く 増量 し 、 ま た 、 質的変化 も 大 き く 、 特 に不燃性 、 難燃性 、 あ る

い は 有害物質 を含む廃棄物が逐年増加す る 傾向 に あ る 。

県内各事業所か ら排出 さ れ る産業廃棄物は 、 昭和 4 9 年 1 3 3 7 5 2 3 ト ソノ 月 と

推計 さ れ る が 、 こ の量は生活活動に 伴 っ て 生 じ た一般廃棄物 1 6 4 2 8 ト ノ/ 月 の 約

8 1 倍に 当 たるのみな らず、 昭和 5 4 年に は 1 6 8 9 2 7 0 ト ン/ 月 と 約 2 6 3 パ ー セ

ン ト の増加 が予測 さ れ る 。

こ の よ う な現状か ら産業廃棄物の 適正な 処理体制 を確立 し 、 併せ て生盾環境の

保全に 資す る た め 、 廃棄物処理法第 1 1 条の規定に基づ き昭和 5 0 年 2 月 1 4 日

鳥取 県産業廃棄物処理 。十画 を 策定 し た 。

~ 84 -

1
イ

う
“‐
‘
‐

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　



1 主な廃棄物の現況

畜産廃棄物

家畜ふん 尿 は 、 ふ ん 4 7 8 1 7 ト ソ ノ月 、 尿 2 0 , 4 2 9 ト ン /月 が排出

さ れて い る が 、 そ の 処理に つい て は 、 国 の指導方針に 基づき農地還元 を積

極的に 行 う よ う 指導 さ れて お り 、 3 6 1 7 1 ト ン / 月 ( 5 3 0 % ) が直接

叉は間接的に 土地還元 さ れ て い る 。

ま た 、 上 。己以外に つい て は 、 焼却処分 8, 1 8 9 ト ソ ノ月 処理業者 に よ る

委託処分 9, 7 b 9 ト ン ノ 月 そ の他 1 4 1 2 7 ト ソノ月 (団地内 に お け る 自

己 完結処分 2 7 5 5 ト ソ ノ月 を含む。 ) と な っ て い る 。

ふ ん尿 の地域別排出量 を推。十す る と 、 東部 1 8 8 パ ー セ ン ト 中部 3 7

0 パ ー セ ン ト 、 西部 4 4 2 パ ー セ ン ト であ る 。

ア

表 4 0 家 畜 ふ ん 尿 推 。十 総 排 出 量 ( 昭 和 4 9 年 )

畜 種＼~、、糞趣の 別 ふ ん 尿 。十

乳 用 牛 8, 8 2 0 2 , 8 6 8 1 1 6 8 8

肉 用 牛 2 5 , 5 2 2 7, 9 3 4 3 3 , 4 5 6

豚 8, 6 4 3 9 6 2 7 1 8 2 7 0

鶏 4 8 3 2 4 , 8 3 2

。十 4 7, 8 1 7 2 0 4 2 9 6 8 , 2 4 6

廃 ブ フ ス チ プ ク

例 農業用 ブ フ ス チ ッ ク 1 8 5 4 ト ソ ノ月 、 製造業等か ら排出 さ れ る ブ フ

ス チ ッ ク 1 2 9 1 ト ン / 月 。十 3 1 4 5 ト ソ ノ月 が排出 さ れて い る 。

“ ) 事業所か ら排出 さ れ る 場合、 各事業所では 、 自己 の所有す る 焼却炉に

よ っ て他 の廃棄物 と の 優焼 を行 っ てい る が、 焼却施設 を持た な い場合、

及 び量的に 多い場合は市町村の 焼却施設及び不燃物処理施設へ搬入処分

し て い る 。

し か し 、 こ れ ら 市町村施設は一般廃棄物の処理 を 目 的 と して 設置 さ れ

た も の で あ り 、 産業廃棄物受入れに は限度が あ る の で、 一部は こ れ ら の

施 設で処理で き な い場合 も あ り 事業所敷地内に た い積保管 して い る も

の も あ る 。

イ
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例 農業用 プ フ ス チ ソ ク に ついて は 、 6 5 パ ー セ ン ト が焼却処分 さ れ他は

埋立て る か 、 そ の ま ま投棄 さ れて い る が 、 昭和 4 9 年 9 月 以降 そ の 引取

に つ い て 、 県経済農 業協同組合連合会 (経済連 ) と 民間再生業者の間に

契約が締結 さ れ、 回収が行われて い る 。

国 地域別の 廃 プ フ ス チ ノ ク排出比率は 、 東部で 2 4 7 %中部で 4 8 , 6 % 、

西 部 で 2 6 7 % と な っ てい る 。

ウ 廃 油

例 製造業か ら 2 3 0 6 ト ソソ月 、 自 動車整備業 、 石油 ス タ ン ド か ら 1 1 2

ト ソ ノ 月 。十 3 4 2 . 6 ト ン / 月 が排出 さ れて い る 。

贅) 昭和 4 8 年秋以降 、 世界的 な 資源不足か ら再利用可能な も の は 自家用

燃料叉は 、 公衆浴場用燃料 と して需要が多 く 、 廃棄物処理業者に よ る収

集活動が盛ん であ り 、 有効利用 さ れてい る も の は 9 4 % に及ぶ も の と 推

定 さ れ る 。

例 こ れ ら の廃油 を燃料 と し て有効利用す る 場合は 、 ばい煙発生等が考 え

ら れ、 現状では こ れに対す る 被害 、 叉は苦情は 出 て い な いが、 将来問題

と な る おそ れが あ る 。

ェ 可燃性廃棄物

例 紙 く ず、 木 く ず、 繊維 く ず等問題 な く 燃やせ る も の 、 6 5 4 5 4 ト ン

/月 が排出 さ れてい る 。その う ち事業所や市町村の焼却処理施設で 2, 9 8

4 7 ト ソ ノ 月 ( 4 5 6 % ) が焼却 処理 さ れて お り 9 0 9 8 ト ソ ノ 月 (

1 3 9 % ) が再生業者で再生 さ れ 、 残 り の 2 6 5 0 , 9 ト ン /月 が事業所

や市町村で埋立て処分 さ れてい る が、 木材加工業か ら排出 さ れて い る 木

く ず に ついて は 、 処理の限界に き て い る 。

“) 燃やせるが煙等に問題が あ る も の の う ち動植物性残 さ い と 思わ れ る も の

は主 と して食品製造業か ら 2 , 5 5 4 1 ト ソ ノ月 排出 さ れて い る が 、 水分

が多い た め特別の処理 を必要 と し、 現状では 、 一部再生業者に よ っ て飼

料等に再生 さ れて い る 。 こ の 場合 、 悪臭の 問題が残 さ れてい る 。

オ 汚 で い

紙、 バ ル ブ、 窯業等か ら排出 さ れ る 汚でいは 4 6 0 4 6 ト ソ ノ月 あ る が、

自 己所有の空地等に埋立て処分 してい る 場合が多い。 しか し、 有害物質 を

含む汚でい は中間処理を必要 と す る た め 、 事業所内 に野積み して い る と こ

を -
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ろ も あ っ て 、 排 出量は少 な い が、 早急な処理対策の検討 を迫 ま ら れて い る 。

ヵ 不燃性廃棄物

金属 く ず、 ガ ラ ス く ず等固体状の不燃物は 4 0 7 2 1 5 ト ソ ノ月 排出 さ

れて い る 。 金属 く ず 、 ガ ラ ス く ずは 回収業者 に よ っ て処理 さ れる 場合が多

い が 、 土砂 、 がれ き類等の建設廃材は 、 一部河川 、 空地等に不法投棄 さ れ

て い る 。

2 各廃棄物の処理方法

例 畜産廃棄物

家畜 ふん尿 の利用 に ついて 、 農林省 は関係技術の 関発、 ふん尿 の土壌還元

利用 の奨励、 畜産経営立地の適正化等の諸対策に併せ、 昭和 4 7 年 3 月 畜舎

排水基準指標策定委員会の報告書 を も と に して技術解説書 を作成 し、 関係者に

配布 し 、 そ の対策 を推進 してい る 。

本県 に お いて は 、 国 の 施策 に呼応 しな が ら 、 昭和 4 7 年 1 1 月 畜産経営環

境保全対策実施方針を 定め る な ど家畜ふ ん尿の適正な処理対策 を推進 して い

る o

目 標年次 (昭和 5 4 年) に は ふ ん 5 7 千 ト ソ ノ月 、 尿 2 6 千 ト ン /月 の排

出量が推計 さ れ る が、 こ れは 、 畜産廃棄物の特殊性に よ り 畜産団地内 で 自 己

完結的に処理 さ れ る ほ か 、 最近化学肥料の 高騰、 有機質肥料の必要性、 資源

の 有効利用等か ら 、 耕種経営 と の有機的な連携に よ る 有効適正な 利用体制の

整備が促進 さ れ る 等土 じ う 還元利用 に よ り 大半は消費 さ れ る も の と 考 え ら

れる 。

し か し 、 将来排出量の 1 0 ~ 2 0 % のふ ん量は土 じ ょ う 還元ができ な い と

推定 さ れ る の で 、 そ の処理に 当た っ て は焼却 を中心 と した処理施設の 設置が

必要であ る 。

し た が っ て 、 そ の 設置運営につい て は 、 そ の経営の実態に 応 じて 、 事業者、

共 同組織叉は農業関係団体等が当た る も の と す る 。
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表 4 1 飼養頭数及び ふ ん尿量

昭和 4 9年 2 月

現 在
昭和5 4 年推定

昭和 5 4 年におけ るふん尿(トノ月 )

ふ ん 尿

3 1 0 3乳 用 牛 1 2 1 1 0頭 1 3 1 0 6頭 9 5 4 8

肉 用 牛 3 3 0 6 0 3 6 5 6 8 2 8 2 3 0 8 7 7 6

豚 1 0 9 4 0 0 1 5 9 9 6 5 1 2 6 3 9 1 4 0 7 7

に わ と り 3 2 2 1 0 0 0羽 4 , 1 7 0 0 0 0羽 6 , 2 5 6

。十 5 6 6 7 3 2 5 9 5 6

( 昭和 4 9 年 2 月 現在飼養頭数は煤畜産課捌)

“) 廃 ブ フ ス チ ノ ク

プ フ ス チ ノ ク は 、 従来の木材、 金属、 紙等に かわ る 新 しい耐久消費材で あ

る が 廃 プ フ ス チ ノ ク は排出量の急速な 増加 と そ の長期 に わた る 残存性か ら

そ の ま ま 自 然循環系 に 入れ る こ と は 不可能 て 、 特に 本県 の土地事情か ら し く

も 減容等の 前処理が必要で あ る 。

処理方法 と し て は 焼却、 叉は溶融固型化 し て 再生利用す る 方法が あ る が、

焼却す る 場合はば い 煙 、 有害物質の 発生防止 、 炉の 熱損傷 、 塩化水素等に よ

る 金属腐食等の 問題が あ る 。

し た が っ て 、 溶融固型化 し て再生利用す る 方法て 検討す る 必要が あ る 。 こ

の場合 、 再生業者 の 活用 を 図 る こ と が現実的 であ る が こ の 業者の 動向 に よ

り 必要が あ れば、 事業者団体 、 農業関係団体は 、 市町村 、 県 の指導の下に処

理施設の設置 を検討す る も の と す る 。

　

　 　 　 　

転ぶ tl 表 4 2 排 出 源別廃 ブ フ ス チ ノ ク 量

昭和 4 9 年現在 昭和 5 4 年推定量

園芸用 プ フ ス チ ノ ク
ト ソ ノ月

1 5 1 4

ト ン /月
2 1 0 2

農 業 用 肥 料 袋 3 4 0 3 4 0

事業所廃プフスチ ノ ク 1 2 9 1 1 7 0 1

。十 3 1 4 5 4 1 4 3
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(ウ) 廃 油

廃 伯類に は 、 有機性溶媒、 可燃性油 (潤滑油 、 機械油等) 不燃性油が あ る 。

有機性溶媒 は量的に少 な く 、 蒸留操作で容易に 回収可能で あ る 。 こ こ では 満

水分離の不完全な 水分混合率の 高い可燃性油 を主体に考 え る 。

処理方法 と し て は 、 焼却又は 回収 し て再利用す る 方法が あ る が 、 処理 ブ フ

ソ ト の 設置 に つ いて は 、 公害防止及び 処理事業の採算性等に つ いて 十分検討

す る 必要が あ る 。 昭和 4 8 年秋か ら の 石佃不足か ら再利用可能な も の は 自 家

用 燃料、 又は公衆浴場用燃料 と し て需要が多 く し か も 現在、 境港市に処理業

者 か廃油処理施設 を建設中 て あ る の で、 建設後の運営、 排 出 者 の利用状況 を

見 た 上で決定す る も の と す る 。

表 4 3 排 出源別廃伯量

業種＼＼＼ 年月U 昭和 4 9 年現在 昭和 5 4 年推定量

製 造 業 ト ン /美
2 3 0 6

ト ン/月
3 0 3 8

そ の 他 の 産 業 4 3 0 5 6 6

石 佃 ス タ ン ド 6 9 0 9 0 9

。十 3 4 2 6 4 5 1 3

国 可燃性廃棄物

木材加工業者 か ら排出 さ れ る 木 く ずは 、 現在排出量の 半量が土 じ ょ う 改 良

剤 オ カ フ ィ ト 等の製造に利用 さ れて お り 、 当面 そ の 量は増加す る も の と 考 え

ら れ る が、 更に 共同処理に よ る 再生処理 を推進すべ き であ り 、 再生困難な も

の に つい て は 、 事業者 の共同処理施設か叉は市町村の処理施設で焼却処理す

る も の と す る 。

な お 、 燃やせ る が、 塵等に 問題 の あ る も の の う ち 、 動物性残 さ い は業者に

よ り 飼料等の製造に利用 さ れて い る が 、 製造過程で悪臭な どの二次公害の 問

題があ る o

し た が っ て 、 今後再生利用 の進展に つ いて の見通 し は 困難であ る が 、 事業

者 に よ る 共同再生事業 、 又は特殊焼却炉設置の推進 を 図 る も の と す る 。

そ の 他の可燃性廃棄物 の う ち再生利用 、 及び 自 家処理さ れ る も の 以外に つ

い て は 、 当面市町村が設置す る 焼却施設で処理す る も の と す る 。
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表 4 4 種類別可燃性廃棄物量

項 目、、、、、 年別 昭 和 4 9 年 現 在 昭 和 5 4 年 推定 量

問題な く 燃やせ る も の 。
6 , 5 4 5 4 ト ン / 月

(木 く ず 6,4 3 3 1)

8 6 2 2 9 ト ン /月

(木 く ず 8,4 7 5 0 )

燃やせ る が煙等に
問題の あ る も の 。

(畜産廃棄物 を除 く 。 )

5 , 1 9 7 3 ト ノ / 月

う ち 推定

動植物性残 さ い 2 5 5 4 1

6 , 8 4 6 9 ト ソノ月

(動植物性残 さ い )

。十 1 1 , 7 4 2 7 ト ソソノ月 1 5, 4 6 9 8 ト ソノ月

団 汚 で い

食料品製造業、 繊維工業、 バル ブ製造業、 メ ノ キ工業等か ら排出 さ れ る 汚

でい は 、 有機性汚 でい及び無機性汚でい に 区分 さ れ る 。 有機性汚 でい に つい

て は 、 焼却叉は脱水等の 前処理を無機性汚 でい に っ いて は脱水 、 有害物質 を

含む汚 でい に っい て は固型化等の 前処理を行 っ て埋立てす る 必要が あ る 。

こ れ ら の汚でい は事業者 自 ら の責任に お い て 前処理 し 、 埋立て 処分す る こ

と が原則 では あ る が、 埋立地の確保難 、 二次汚染防止対策等の 面か ら 、 共同

処理叉は広域処理す る も の と す る 。

川
　 　

表 4 5 種類別汚でい排出量 単位 t /月

項 目、＼、、、 年別 昭 和 4 9 年 現 在 昭 和 5 4 年 推 定 量

有 機 性 汚 で い 3 5 2 0 9 4 , 6 3 8 4

無 機 性 汚 で い 1 , 0 8 3 7 1 , 4 2 7 7

。十 4 , 6 0 4 6 6 , 0 6 6 1

砲) 運 搬

ァ 広域処理に お け る 産業廃棄物の輸送

産業廃棄物 を広域的に 処理す る 場合、 廃棄物の種類、 形状の多様化、 輸

送距離の延長等が考 え ら れ る の で、 。十画策定に当た っ て は 、 輸送機器の選

定 、 中継基地の設置等に つい ては十分配慮す る 必要が あ る 。

ま た 、 輸送は収集 と 運搬に区分 さ れ る が 、 こ れ ら は 処理過程で重要な位

.･‘-‐-‘t･1‘-‘‐‐‐.
--‘‘′--‘‐‐‐.･1‘r‘-′←-‘
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置 を 占 め 、 コ ス ト 面に おい て も 輸送 コ ス ト は全体の 8 0 パ ー セ ン ト を 占 め

る と い わ れてい る 。

本県 の地理的条件か ら し て 、 輸送機器は 、 主 と して 自 動車 を使用す る こ

と と し 、 輸送距離は お おむね 3 0 緻以下に 止め る も の と す る 。

(4 ) 最終処分

焼却処理後の残灰や、 焼却不可能な廃棄物 が最終処分の対象 と な る 。

最終処分の方法 と し て は 、 埋立て 処分か叉は海洋投入処分が あ る が、 現在

市町村では廃棄物は埋立て処分 し てお り 、 海洋投入処分は行わ れてい な い。

海洋投入処分に つい て は 、 海洋汚染防止法に よ っ て投入海域が定め ら れて

お り 、 本県 の場合 、 陸岸か ら 5 0 海里以遠の 日 本海海域 に は 、 不燃性廃棄

物、 畜産廃棄物、 中間処理 した廃 プ フ ス チ ノ ク 、 可燃性廃棄物 を隠岐島西

方、 山 口県長門市北方そ れぞれ 1 0 0 海里 の 日 本海海域に は 、 中間処理 し

た有害物質 を含む メ ソ キ排水処理汚でい を投入す る こ と が で き る と さ れて

い る が、 運搬距離な ど考 え る と き 、 当面採用 し難い。

埋立地の確保

最終処分の対象 と な る 廃棄物 の量は 、 不燃性廃棄物だけ を取 り 上げて

見て も 、 。十画 目 標年度 、 昭和 5 4 年 の推 。十では 、 深度 を 5 m と した場合

に は 、 約 1 4 ha の埋立て 用地 を必要 と す る 。

埋立て処分地は 、 処理施設 と 近接 し て い る こ と が必要であ る が、 本県

の場合、 自 然に恵 ま れ 、 しか も 面積 も せ ま い た め 、 環境破壊や有効地の

縮小 と な っ て は な ら ず、 埋立て後の公共的利用やそ の他跡地利用 を十分

に検討 し 、 明確に して お く 必要が あ る 。

具体的に は廃棄物 の運搬距離か ら見て東、 中 、 西部に適地 を選定 し今

後全県的な視野に 立 って埋立て 用地 を確保す る も の と す る 。

埋立て用地の取得及び管理運営に ついては 、 関係団体の連合組織叉は

市町村、 県、 関係団体等が協力 して こ れに 当 た る も の と す る 。
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第 7 章 中小企業者 に対す る 融資

の 鳥取県の 公害防 止施設を 設置す る 場 合は 、 企業の 公害防 止 を 側面か ら援助す

る た め 、 昭和 4 6 年度 か ら 公害防 止施設整備に対する 融資 を行 っ て い る 。

表 晶6 鳥取 県の公害防 止資金融資制度

対 象 企 業 中小企業者又 は 事業協同組合等

対 象 施 設 土地 , 建物 , 構築物 , 機械設備

融 資 限 度 額 1 , 5 0 0 万 円 以内

償 還 方 法 1 年据置 5 年償還

融 資 利 率 年 6 、% ( 保証什の 場合年 6 2 % )
取扱金融機関 商工組合中央金庫鳥取支店

昭和 4 6 年度以降 の融資実績は 、 表 4 9 表 o の と お り であ る 。

も 柔
　

　　 　
　 　 　

表 “ 中小企業公害防止資金融資実績

年 度 融 資 わ く 貸 付 額

4 6 5 0 0 0 万 円 う 0 0 0 万 円

4 7 1 4 0 0 0 3 9 8 0

4 8 1 7 0 0 0 6 7 9 8

4 9 1 7 0 0 0 6 4 5 0

表 48 施設別融資実績 ( 昭和 4 9 年度 )

対 象 施 設 件 数 融 資 金 額

ば い じ ん 防 除 施 設 2 3 4 5 0 万 円

汚 水 処 理 施 設 2 3 0 0 0

。十 4 6 4 5 0
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( 2 メ 中小企業設備近代イヒ資金 ( 無利子 ) よ る 融資
＼ 中小企業近代化資金等助成法 に よ る 貸 付実績は 次の と お り であ る 。

、＼ ･

昭和 4 6 年度 1 件 3 5 0 万 円 ( 汚 水処理施設 )

昭和 4 7 年度 9 件 2 0 2 3 万円 ( 汚水処理施設 8

騒音防止施設 1 )

昭和 4 8 年度 1 件 2 2 万円 ( 汚 水処理施設 )

昭和 4 9 年度

(勾 中小企業金融公庫 、 国民公庫に よ る 融資

表 4 9 中小企業金融公庫 、 国民金融公庫に よ る 融資実績

/ ＼/＼＼る年遠衡 度 区 分

4 6･ 4 7 4 8 4 9

企業数 件数 金額 企業数
件

数

金

額

企

議
件

数

金

額 衾
件

数

金

額

中小企業金炉戴乾公庫 2 2

万円

5 0 00

′
8 8

万円

1 1 , 2 5 0 4 4 7 , 80 0 8 8

万円

1 4 48 0

国 民 金 融 公 庫 3 3 60 0

/

8 8 2 1 20 5 5 1 , 8 80 1 1 30 0

′
′

‐‘
′
!

表 つ 0 中小企業金融公庫の 施設別融資実績

中小企業金融公庫 ( 昭和 4 9 年度 )

対 象 施 設 件数 融 資 金 額

ば い し ん 防 除 施 設 3 3 , 8 0 0 万円

汚 水 処 理 施 設 5 1 0 , 6 8 0

。十 8 1 4 4 8 0

国民金融公庫 ( 昭和 4 9 年度 )

対 象 施 設 件数 融 資 金 額

ば い じ ん 防 除 施 設 1 3 0 0 万 円

。十 1 3 0 0
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第 8 章 公害紛争処理 、 公 害苦情

第 1 節 公害紛争処理制度の現況

公害 を め ぐ る紛争は 、 因果関係の 解明が中 々 困難 な と こ ろ か ら . 公害紛争の 裁

判に よ る 解決に膨大な時間 と 費用 を要す る の が実情 で あ り 、 し か も 、 公害の被害

は単に財産上の被害に と ど ま ら ず、 人 の健康 、 生命に 及ぶ場合も 少な く な く 、 ま

た被害者は比較的弱い立場に あ る 一般住民 であ る の が通例 で あ る 。

こ の た め訴訟 と は別に 紛争 を早期に解決す る こ と を 目 的に 昭和 4 5 年 に 公害紛

争処理法 ( 昭和 4 5 年法律第 1 0 8 号 ) が制定 さ れた 。

こ の法律に 規定する 紛争処理の 方法は 、 あ っ せ ん 、 調停 、 仲裁並ひ に 裁定 と な

っ て お り 、 紛争処理機関は 、 中央機関 と 都道府県機関 と があ り 、 都道府県の機関

に つい て は 、 常設の 審査会方式の機関 と 紛争処理 に あ た る べ き候補者 を あ ら か

じ め委嘱 し てお く 名簿方式 と が あ る 。

本県の場合は 、 名簿方式 を採用 し 、 公害審査委員候補者 1 3 名 をお き 、 公害紛

争事件が 申請 さ れ た場合は 、 知事が候補者の 中か ら 3 人 の委員 を選任 し 、 公害紛

争の 処理に あ た る体制 を と っ てい る o

昭和 4 9 年度に は公害紛争事件の申 請は な か った 。

調停申請 を 処理 し た事例

( 1 ) 倉 吉市 にお け る バ ー ケ ト 工場か ら の 粉 じん に よ る 生活環境被害に係 る差

止等調停事件

申 請 年 月 日 昭和 4 6 年 1 1 月 1 5 日

調停成立年月 日 昭和 4 6 年 1 2 月 2 7 日

(2) 鳥取市に お け る ボ ー ノ ソ グ場騒音に よ る 生活環境被害に 係 る 差止 め及び損

害賠償請求調停事件

申 請 年 月 日 昭和 4 8 年 2 月 1 5 日

調停打切年月 日 昭和 4 8 年 8 月 2 8 日

第 2 節 公害苦 情処理状況

! 公害苦情受理状況 ( 県、 市町村受理分 )

( 1 ) 昭和 4 9 年度に お け る本県の 公害苦情の受理状況 は 、 総数で 3 8 5 件 ( 新
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規受理分 2 7 3 件 、 前年度か ら の未解決に よ る繰越分 1 1 2 件 ) 昭和 4 8 年度

度の総数 4 2 2 件 ( 新規受理分 3 3 0 件 、 前年度か ら の未解決に よ る繰越分

9 2 件 ) に 比べ て 3 7 件減少 し てい る 。

表 5 1 年度別公害苦情受理状況 ( 新規受理 )

蝨遵 大 気

汚 染 鴦 鑄 騒 音 振 動 悪 臭 壱 壤 その他 。十

昭和45年度 1 9 7 3 3 0 2 6 9 4 2 5 2 2 2

46 3 7 9 6 4 9 3 8 3 1 1 9 2 8 8

4 7 3 2 9 2 4 0 8 2 1 4 0 2 8 7

4 8 2 2 1 0 7 4 8 4 1 0 9 3 3 7 3 3 0

49 3 3 6 1 5 6 3 8 1 3 3 6 2 7 3

受理件数の 多い市町村は 、 昭和 4 9 年度では 、 鳥取市 7 9 件 ( 前年度 1 0 1

件 ) を最高に 、 米子市 3 9 件 ( 前年度 4 5 件 ) 、 日 吉津村 3 7 件 ( 前年度 5

件 ) 、 倉 吉市 3 3 件 ( 前年度 1 9 件 ) 、 青谷町 1 7 件 ( 前年度 7 件 ) 、 東伯

町 1 6 件 ( 前年度 1 7 件 ) の 順 と な っ て い る 。

公害の種類別苦情は 、 昭和 4 9年度新規受理件数中 では悪臭が最 も 多 く 8 1

件 ( 全体の 3 0 % ) 、 続い て水質汚 濁 6 1 件 ( 2 2 % ) 、 騒音 、 振動 5 9 件

( 2 2 % ) 、 そ の他 ( 廃棄物等 ) 3 6 件 ( 1 3 % ) 大気汚染 3 3 件 ( 1 2

% ) 、 土壌汚染 3 件 ( 1 % ) の順 と な っ て い る 。

(2) 公害苦情の処理状況

昭和 4 9 年度に お け る 公害苦情件数 3 8 5 件の う ち解決 した も の 3 2 8 件

で解決率 8 5 % と な っ て い る 。

昭和 4 9 年度に お い て未解決の た め 昭和 5 0 年度に繰 り 越 さ れた苦情件数

は 、 5 7 件 であ る 。

県 、 市町村別公害苦情受理、 処理件数の状況は 、 表 5 2 の と お り であ る 。
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表 5 2 昭和 4 9 年度公害苦 情受理処理件数 ( 県 、 市 町村別 )※ 受理件数 処彈状况新規受理 酊i年度からの繰越し 話 解決 次年度へ繰越し県保健ゆ 40 25 65 07 8鳥取市 77 2 79 79米子市 23 16 39 第 L倉吉市 23 10 33 27 6境港市 9 9 6 3国府町 2 2 一つ
ノ
ー

--“匿美町 3 3 l郡家町 6 6 r
o

1船岡町 1 1 1
且八東町 1 2 3 〉

]

1若桜町 ^ソ リ
ム

う
一智頭町 5 5 5気高町 1 1 る

/“

2鹿野町 2 2 ハ
ノ
ム青谷町 7 10 " 12 に

･J羽合町 一
〇

1 h
D

に
〕 一伯村 3 3 メ

リ

ろ
く〕

う
り東郷町 1 1

I
▲

･1
I

^

一

一朝町 1
1

-

1
I

.▲

一 ｣1
I

-関金町 4 3 ^
/

に
〕

リ
ム北条町 3 2 -

D

Q
U

〔乙東伯町 11 5 16 露 メ4赤碕町 6 A
V

A
U 一西伯町 10 1 u ^

〕
〉

n乙日吉津村 35 2 幼 第 メ
"寸淀江町 2 リ

ム

T
L

1
上大山町 2 2 “

性

召
せ 一名和町 9 2 は □ 一日野町 1 2 ハ

コ

ハソ
ム

1
上日南町 1 1

1
-

一 1
4市町村。十 233 87 瀬 れ 49

合。十 273 112 385 328 57

- 96 -



表 53 昭和 4 9 年度公害苦情 ( 新規受理分 ) 種類別件数洲

計合 話

穰 擬 う
"菜

…

じ土
汚

騒音 振動 悪臭 計

馨 骰勤 その他

県憊健砺 " 範 ろ
くJ

‘41
1

1
4

" に
･〕

イ
生

1
上鳥取市 " 72 “

生

雄 " 第 に
J

1
4

1
1

Q
U米子市 芻 16 1

上

Q
J

A
U

ヮ
I

1
一一鼻

A
V倉吉市 23 れ つ

つ

“
ノー

に
･〕

G
U

ん
乙

n
乙境港市 ハ

リ

^
]
〉

丁
上

リ
ム

1
上

に
,〕国府町 リ

ム

?
~

1
上

1
4岩美町 郡家町船岡町 八東町 1

上

1
4

1
4若桜町 リ

ム

リ
ム

1
･1

T
上智頭町気高町 1

1

1
4

1
4鹿野町 ?

“

リ
ノム

n
乙青谷町 7

-

に
〕

h
D

1
上 一 一 棚
上

^乙 1
4

T
･上 一羽合町 に

･〉

に
)

4
了 一 一 T
1 一泊村 Q

J

q
u

1
4

1
4 一 一 亀
上 一東郷町三朝町 関金町 “

"

う
り

^
乙

1
4 一 一 1
ユ

1
1 一 一北条町 Q

J

n乙 1
4

T
上 一 一 1
4

1
4 一 一東伯町 u ^

○

1
4

Q
J

せ
4 一 1
4

に
〕

リ
ノム

1
4

リ
ノム赤碕町 西伯町 m R

U

T
具

1
1 一 一 A
U

ウ
ム 一 ?
“ 一日吉津村 35 34 れ 4

了

Q
U

1
｣

に
J

せ
上

1
4 一 一淀江町 リ

ム

ハソ
ム

1
1 一 一 T
･上 一大山町 り

乙

ハソ
ー

1
上 一 T
4 一名和町 Q

J

A
Y

ハソ
ム 一 一 メ
4

Q
U

1
1

1
4

1
具日野町 1

4

1
4 一 1
▲

一 一日南町 1
墨

T
鼻

1
4 一 一 一市町村。十 233 202 め “ Q

U

55 う
り

4
す

G
U

視 R
U

ヮ
･‘

蜷合。十 273 郷 33 61 Q
U
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表 54 昭和 4 9 年度公害苦情 ( 新規受理分 ) 種類別 処理状況

、、、、、、区分
宙 種薗盪、へ＼＼婚の癲

受理件数A 解決 した件数B 解決率曲 備 考 ｣

大 気 汚 染 3 3 件 2 6 件 7 8 %

水 質 汚 濁 6 1 4 7 7 7 l

騒音及び振動 5 9 4 7 7 9

悪 臭 8 1 6 1 7 5

土 壌 汚 染 3 3 1 0 0

そ の 他 3 6 3 2 8 8

。十 2 7 3 2 1 6 7 9

第 3 節 企業 の公害防止管理者等 の設置

公害防止管理者等の設置の 状況

昭和 4 6 年 6 月 制定 さ れた ｢特定工場におけ る 公害防止組織の 整備に関す る

法律｣ に よ り 、 一定の要件 を備 え た特定施設 を有す る 工場は 、 そ の特定施設の

区分 ( 大気 、 水質 、 騒音、 粉 じん 〕 ご と に公害防止管理者 を選任す る こ と を義

務づけ ら れ 、 こ の ほか公害防止統括者、 公害防止主任管理者 も 選任 しな け れば

な ら な い こ と に な っ てい る 。

本県にお いて 、 公害防止管理者等 を選任 し な ければ な ら ない工場数は 3 2 工

場 であ る 。
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表 55 公害防止管理者等の 設置が義務づけ ら れて い る 工場

業 種 名 工場数
松者防止管理者 水賀籔関係公害防止管理者

防止管理者騒音関係公害 書防止管理者粉じん関係公 主任管理者公害防止第一種 第一一種 第三種 第四種 第一種 第二種 第二種 第四種
⑩食料品議鑓 2 2

喘ばこ難 2 2

⑯鰹藻製 3 3

喘叢 3
(1 ) ( 1 )

1 2
( 1 )

⑪鰊 2 2

喘群口製 6 5 1

⑭商圏讓器 1 1

⑯騨轢器 2
(1 )

2

礎諄嚢 9 9

魂幟皺 2 2

。十 3 2
( 1 )
2

(2 )
1 0

7 1 2 1 9
の

( 注 ) 業種名 は 、 日 本産業分類に よ る も の であ る 。

( ) 書は 内 書で あ る 。
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